
１２．財政用語ミニ解説

用 語 見　　　　　　　　方 算　　　式

　歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差し引いた額。普通会計の形

形 式 収 支 式収支は、現金主義の建前に立っているので、当該年度における、収入

された現金と支出された現金の差額を表示するにとどまり、当然、歳入 歳入決算額－歳出決算額

決算額が歳出決算額を上回れば黒字決算であり、下回れば赤字決算とな

る。

　決算収支を表すもので、累年による黒字、赤字の額を示す。一定の黒

実 質 収 支 字を出すことが財政運営の基本であり、後年度の財源調整として適度の (歳入－歳出)－翌年度へ繰越すべき財源

余剰も考えられる。

　実質収支は前年度からの収支の累積であるので、その影響額を控除し

単 年 度 収 支 た単年度の収支のこと。 当該年度の実質収支－前年度の実質収支

　単年度収支のなかには実質的な黒字要素や赤字要素が含まれている。 当該年度実質収支－前年度実質収支＋財政調

実質単年度収支 これらを控除した単年度収支を実質単年度収支という。 整基金積立額＋地方債繰上償還額－財政調整

基金取崩額

　当該団体の経常的一般財源の規模を示した額のこと。 ｛（基準財政収入額－各種譲与税－交通安全

標 準 財 政 規 模 対策特別交付金）×100／75＋各種譲与税＋

交通安全対策特別交付金｝＋普通交付税額

＋臨時財政対策債発行可能額

　標準財政規模に対する実質収支額の割合

字の場合、おおむね３％～５％が望ましいとされる。

当該団体の財政力を表す指標

財 政 力 指 数 　基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の当該年度を含む

過去３ヶ年の平均値を言う。「１」に近くあるいは「１」を超えるほど

財源に余裕があるものとされ、「１」を超えると普通交付税の不交付団

体となる。

　許可制だった地方公共団体の地方債発行（起債）が平成18年度から協議

実質公債費比率 制となり、総務大臣や都道府県知事の同意が得られなくても議会に報告し

た上で起債できることとなったことから、地方債の信用維持等の観点から Ａ：地方債の元利償還金（公営企業分及び繰上

新たに導入された財政指標であり、また、起債に際し許可が必要となるか 　　償還等を除く）

どうかを判定する基準の一つ。 Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元

　これまで起債制限に用いられてきた「起債制限比率」を見直し、従来は 　　利償還金」）

考慮されていなかった公営企業の支払う元利償還金に対する一般会計の繰 Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる

出金や一部事務組合等の公債費類似経費（負担金等）も算定に加えるなど 　　特定財源

して、「起債制限比率」より連結決算の考え方が反映されている。 Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として

　この比率が１８％以上の団体は起債に際し許可が必要となり、さらに 　　普通交付税の額の算定に用いる基準財政需

２５％以上の団体については一定の地方債の起債が制限され、３５％以上 　　要額に算入された額（「算入公債費の額」）

の団体については、さらにその度合いが高まる。 　　及び準元利償還金に要する経費として普通

　　交付税の額の算定に用いる基準財政需要額

　　に算定された額（「算入準公債費の額」）

《起債制限比率との相違点》 Ｅ：標準財政規模（「標準的な規模の収入の額」）

１）実質的な公債費を算定対象に追加

　・公営企業債の元利償還金への一般会計からの繰出しを算入

　・ＰＦＩや地方公共団体の組合の公債費への負担金等の公債費類似経費 ＊実質公債費比率の算定において除かれる元利

　　を原則算入 償還金（上記Ａ関連）

２）満期一括償還方式の地方債に係るルールの統一 ①公営企業債の元利償還金　②繰上償還を行っ

　・減債基金積立額を統一ルールで実質公債費比率に算入 たもの　③借換債を財源として償還を行ったも

　・減債基金積立不足がある場合は、実質公債費比率に反映 の　④満期一括償還方式の地方債の元利償還金

⑤利子支払金のうち減債基金の運用利子等を財

源とするもの

＊「準元利償還金」（上記Ｂ関連）

①満期一括償還方式の地方債の１年当たり元金

償還金相当額　②公営企業債の元利償還金に対

する一般会計からの繰出金　③一部事務組合等

が起こした地方債の元利償還金に対する負担金

・補助金　④債務負担行為に基づく支出のうち

公債費に準ずるもの（PFI事業に係る委託料、

国営事業負担金、利子補給など）

⑤一時借入金の利子

標準財政規模
（H19より臨時財政対策債発行可能額含む）

×100（％）

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ－Ｄ

当該年度前３年度
の平均値

実 質 収 支 比 率

基準財政収入額

　実質収支額が黒字の場合は正数、赤字の場合は負数で表示される。黒
実質収支額

基準財政需要額
　の３ヶ年平均
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　公債費に係る財政負担の度合いを判断する指標の一つである。

公債費負担比率 　現実に歳入のあった一般財源と起債発行経費を含む公債費に充当された 公債費充当一般財源等／歳出総額充当一般財

一般財源等の割合を示し、税の徴収率の高低、基地関係等交付金の有無、 源等＋歳出剰余金等充当一般財源×100　(%)

災害復旧事業費等交付税算入公債費対象事業の多寡、地域総合整備事業債

等事業補正対象事業の多寡など、個々の団体の事情が反映される指標とな

っている。一般的には、財政運営上１５％が警戒ライン、２０％が危険ラ

インとなっている。

財政構造の弾力性を測定する比率

経 常 収 支 比 率 　人件費、扶助費、公債費等の義務的経常経費に、地方税、地方交付税

、地方譲与税を中心とした経常一般財源がどの程度充当されたかをみる

指標で、この比率が低いほど普通建設事業費等の臨時的経費に充当でき

る一般財源に余裕があり、財政構造が弾力性に富んでいることを示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　75％　程度・・・安全ゾーン

　　　　　　　　　※　一般的に　　　76％～85％・・・要注意ゾーン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　86％　程度・・・危険ゾーン

財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用することができるも 一般には、地方税、地方譲与税、地方特例交

一 般 財 源 のを一般財源という。 付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、

　なお、いわゆる一般財源のほか、臨時財政対策債等の一般財源と同様 国有提供施設等所在市町村助成交付金、利子

に使用される財源を合わせて決算統計上は「一般財源等」と表現してい 割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用

る。 税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税

交付金などを一般財源という。

地方公共団体が自主的に収入しうる財源を自主財源といい、国及び都道 自主財源には、地方税、分担金及び負担金、

自 主 財 源 と 府県の意思により交付されたり、割当てられたりする収入を依存財源と 使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、

依 存 財 源 いう。 繰越金、諸収入が含まれる。

依存財源には、地方交付税、国庫支出金、都

道府県支出金、地方譲与税、地方債が含まれ

る。

地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に節減できな 人件費、扶助費、公債費の３つの費目が義務

い経費であり、極めて硬直性の強い経費である。 的経費とされている。

その支出の効果が資本形式に向けられ、施設等がストックとして将来に 生産的経費ともいわれ、これに分類できる性

投 資 的 経 費 残る物に支出される経費をいう。 質別経費としては、普通建設事業費、災害復

旧事業費、失業対策事業費があげられる。

義 務 的 経 費

×100（％）
経常経費充当一般財源

経常一般財源総額
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市町村コード：総務省　全国地方公共団体コード

類型：総務省　都道府県別類似団体区分一覧表

所在地、TEL、FAX、ホームページ、指定地域：市町村照会による

〈組織〉 〈概要〉
【面　積】

【世帯数】

【職　員】
【有権者数】

 1３.資料・出典　（Ⅱ 市町村別概要）

【三役、教育長】

【議　会】

住民基本台帳の概要
H28.1.1

職員数、職員実数及び類似団体：
  平成28年　地方公共団体定員管理調査

ラス指数：地方公務員給与実態調査より算出
  ※類似団体の実数は単純値、（）は修正値

市町村照会による
平成29年3月31日現在

全国都道府県市
区町村別面積調

国土地理院
H28.10.1

H28年度交付税
算定資料

市町村照会による
平成29年3月31日現在

耕地面積調査
沖縄総合事務局

農林水産部
統計調査課
H28.7.15

土地に関する概
要調書報告書
（宅地総面積）

H28.1.1

〈市町村の花・木・鳥・魚/名所・旧跡/祭・行事等〉

市町村照会による

市町村照会による

〈基本構想〉

市町村照会による

〈平成29年度主要事業〉

　沿　革

選挙人名簿　定時登録者報告
（沖縄県選挙管理委員会）平成29年3月2日

【人　口】
住民基本台帳の概要

H28.1.1

国勢調査
H27.10.1　　H22.10.1

国勢調査（総務省統計局）
H27.10.1　　H22.10.1

市町村照会による

　沖縄の米軍及び
　自衛隊基地
　市町村別基地面積
　平成28年3月末現在

　（沖縄防衛局資料）

市町村照会による

市町村照会による

〈広域市町村圏・広域計画〉 〈基地面積〉
〈今後の主要プロジェクト〉
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〈教　育〉

〈行政の特色〉

② 主要指標

生活保護率（H27年度平均）
（県福祉政策課：世帯保護統計月報）

① 決算収支

〈財政〉

H25経済活動別市町村内純生産
（県統計課）

   久米島町立としてカウント

地方財政状況調査（H27決算統計）

地方財政状況調査
（平成27年度決算統計）

地方公営企業決算状況調査
（平成27年度決算統計）

法非適用企業は実質収支
法適用企業は純損益

地方財政状況調査（H27決算統計）

③ 公営事業会計等における繰入等の状況

地方財政状況調査
（平成27年度決算統計）

地方財政状況調査
（平成27年度決算統計）

④ 歳入の状況 ④ 歳出の状況

市町村照会による

 ※ 公立久米島病院は、施設所在地の

 病床数：公共施設状況調査（平成27年度）

 住民千人当たりの病床数

国勢調査　H22.10.1
産業大分類別就業者数

〈福　祉〉

保育所の施設数、定員及び入所児童数調

平成28年4月1日現在
（県子育て支援課）

 病床総数÷H28.1.1住基人口×1000

① 産業別就業者数
学校基本調査

（平成28年5月1日現在）
3表、13表、19表
28表、34表、42表

をカウント

〈産業〉

 施設数：公共施設状況調査（平成27年度）

〈医　療〉

②市町村内純生産
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（　有　）　　朝　　日　　印　　刷

：
：
：

裏表紙カバーの写真

【尚円王乗馬像】 （作 ： 名嘉睦捻）

 尚円王生誕600年を記念して通水節発祥の地に公園を整
備し、 平成26年12月に松金 （尚円王） 乗馬像を建立し
た。 この銅像は、 青年期の尚円王が愛しい人との逢瀬を
楽しみ後ろ髪を引かれる思いで家路へ向かう という情景
を表現している。

印 刷

沖縄県市町村概要
（平成29年3月）

企画編集 沖 縄 県 企 画 部 市 町 村 課
発 行 (公財) 沖縄県市町村振興協会
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